


























































































商学部助手 ’56 ’56 翻訳シリーズ連載開始（資料cλ、R誌）
（戦後終結宣言） I56 ’57 雑誌特集号階藁費会計謝（全頁特集）
ミシガン大学留学 ’58 ’58 訳書r営業費会計』（処女作〕一一一一一一一一一＿一一一一一「
’
商学部講師 ’59 ’60 翻訳シリーズ違載終了（訳書r営業費の削渕〉一一一11
商学部助教授 ．61 ’62 著書r営業費管理会計」（日本経営文献賞）　　　1
一
（パ0脳丁発表） ’66 163 〃　慨究開発費会討』（日経・経済図書文化賞）1
一
商学都教授 ’66 ’66 論文「貢献差益法一」（日本会計研究学会賞〕　　1















㌧ 壮商学部学部長 4　丁原価低減の会計と管理』（シリーズ総論）’89 ク　『本社費・金利の会計と管劃






国　内　研　究 199 ．99 遵載「シリーズ・管理会計ビッグバン」（8回遵載）
（会計ピツグバン） Ioo ’oo 著書r管理会計ピッグバン」（ネオ管理会計）



































論　　文　　訳　　名 No． 西暦 No． 西暦
製造原価差異の分析 30 ’56 22 ’52
営業活動の原価管理一その一般的考察① 46 〃 25 ．54
同　　上　　　　　　　　　② 47 〃 〃 ク
棚卸品に算入される原価項目　① 57 〃 10 ’47
同　　上　　　　　　② 58 〃 〃 〃
管理意思決定のための一般管理費及び販売費・
の配賦方法① ’71 〃 19 ’51
同　　上　　② 72・ ク ク カ
同　上、③ 73 〃 〃 4
営業活動の原価管理一注文獲得活動　① 79 〃 26 ’54
同　　上　　　　　　　　・② 80 〃・ 〃 4
営業活動の原価管理一注文履行活動① 、89 〃 27 ．54
同　　上　　　　　　　　　② 90 〃 〃 ψ
管理意恩決定のための一般管理費及び販売費
の配賦方法③ 101 ’57 19 151
同　　上　　④ 102 〃 〃 4
調査及び開発費の会計　① I28、久 ．29 ’55
同　　上　　　② ユ29 ク 〃 珍
同　　上　　　③ 132 〃 4 ク
計画原価計算の可能性とその限界 139 4 その他・ 一
原価の引下げ、① 142 ψ 〃 由
同　　上② 143 珍 ψ 珍
限界計画原価計算①一 148一 カ ’〃・ ク’
同　、上　　② 149 ψ 〃 玖、、
調査及び開発費の会計　④ 159 4 29 ．55
同　　上　　皿⑤ ユ60u4 〃 ψ　ユ■
製品別の営業費分析① 171 ’58一 20・ ’51
耐　上　　② 172 4 4 ル
地域別の営業費分析・① ユ74 か 2r ’52
同　　上　　② 1術、 ．功 珍 ψ































「米国商務省の事例研究集」の翻訳名 No． 酉暦 一章 西暦
製造企業における営業費の削滅方法　① 258 159 1」 ’48
同上　　　　② 274 〃 2 〃同上　　　　③ 279 160 3 〃同上　　　　④ 280 4 ク 〃同上　　　　⑤ 293 〃 4 〃同上　　　　⑥ 295 〃 ・5 〃同上　　　　⑦ 290 〃 6 〃同上　　　　⑧ 293 〃 7 〃同上　・　　　⑨ 294 〃 8 〃
企業における営業費の削減方法」と題し，第2表のように1960年まで9回（⑭
一⑲）にわたって訳出した。
　（2）　営業費会計と研究開発費会計の誕生
　「NA（C）Aリサーチシリーズ」の翻訳が1956年4月から開始されて1年後
に14回まで進んだところで，1つのエポックメーキング的な出来事が発生しれ
それは，企業経営協会の機関誌1『経営実務』の5月号全頁を筆者に提供すると
いうことである。そこで上記の訳文を体系化し掲載しようと考えた。苦慮の結
果，costs　fo，marketi㎎operati㎝s（営業活動の原価）ないしno｛一mamfactur－
i㎎costs（販売費及び一般管理費）をmarketi㎎costs（営業費）と呼称した。
ついで，『営業費会計論』を次のように体系化し，第1表の訳文（下記の括弧
内は第・表の連番）を収録比かくして・三こに芦業費会計苧学際的管理
会計の第1領域として初めて産声を上げることができた。
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。一一＿一一一一＿一『営業費会計論』（雑誌全頁特集号）一＿一＿＿一一一＿一一一一一一一一一一一「
j第1部　利益算定のための営業費計算（第1表の0一⑤を収録）　　　　　　　　　1
；第2部　意思決定のための営業費分析（第1表の⑥一⑤，⑭一⑫を収録）　　　　　＝
；第3部　営業費の会計管理（第ユ表の⑨一⑫を収録）　　　　　　　　　　　　　＝
　当時，財団法人日本生産性本部（現在は社会経済生産性本部）は，「NA（C）
Aリサーチシリーズ」全巻の翻訳出版に着手した。上記の翻訳も当シリーズ
に取り入れられ晴れて正式出版されたのが，1958年の『営業費会計』である
［西澤，1958］。企業経営協会の翻訳シリーズは，その後も続けられていたの
で，同訳書には，第1表の⑮～⑳を第3部に追加するとともに，⑰一⑰及ぴ⑳
一⑳を第4部に収録し，次の体系化を図った［西澤，1958，目次］。
r一一…一一一一一一一一『営業費会計』（訳書処女作）一■■■一一一＾■■…一■■■■’一■■■■…■■■■’一r
i第ユ部　利益算定のための営業費会計（第1表の0～⑤を収録）　　　　　　　　i
；第2部　計画のための営業費会計（第ユ表の⑥一⑧，⑰一⑭を収録）　　　　　　l
r第3部　管理のための営業費会計（第1表の⑨一⑫，⑰一⑭を収録）　　　　　　1
；第4部調査開発費の会計（第1表の⑰一0，②一⑭を収録）　　　　　　　　1
当書は1964年に2冊に分冊され，同書の第1部と第2部は『マーケティン
グ・コストの分析』として，また同書の第3部と第4部は『マーケティング・
コストの管理」としてそれぞれ独立された。
他方，第2表の米国商務省事例研究集は，1961年に社団法人日本能率協会か
ら『営業費の削滅』として出版された晒澤，1961］。
　（3）　ミシガン大学留学中の学際的管理会計研究
　1958年6月早稲田大学とミシガン大学との教授交換協定により，助手ながら
例外的に米国留学が認められた。わずか1年とはいえ，“鎖国時代”の日本か
らの留学であったため，極めて稀少価値が高く，生涯の研究に決定的な影響を
　ユ0
　　　　　　　　　　　　学際的管理会計の開発と新展開　　　　　　　　　　　　！1
及ぼした。協定先のミシガン大学はイリノイ大学とともに，当時は会計学の二
大巨峯をなしていた。ミシガン大学の経営学部には，会計学の神様＝W　A．
ペイトン教授を始め，原価計算の泰斗＝R．L．ブラメット教授がおり，管理
会計面では同年にAAAの第1回（1958年度）管理会計委員会委員長に就任し
た直後のW，J．シュラッター学部長もおられた。そのうえ，米国商務省で営
業費行政を担当していたH．F，タガード氏が会計学教授として赴任したので，
営業費会計の研究に最適であった。
　ワセダハウス（早稲田大学教員宿舎）は図書館の近隣にあったこともあり，
会社訪問等で出張するほかは終日図書館に通い続けた。その頃は，コンピ三一
タはもちろん電子コピー機も存しなかったので，営業費及び研究開発費を中心
とした貴重な文献を大学ノートに手書きし，順次ファイルに分類・整理して
いった。不能率極まりない原始的研究であったが，日本には関係文献は皆無の
状態にあったため，稀少価値は絶大で，生涯の情報源となった。
　このミシガンノートと2冊の翻訳書がデータバンクとなり，営業費会計と研究
開発費会計が生成し，やがて学際的管理会計研究の中核を形成するようにな乱
3　学際的管理会計研究の成長期一幸運なるスタート
　（1）　営業費管理会計の出版と貢献差益法の提唱
　1959年6月に米国から帰国すると同時に営業費管理会計の執筆に着手し，
1962年にはダイヤモンド社から著書処女作の丁営業費管理会計』が出版された。
当書では，818頁にわたって営業費管理会計が，次の体系のもとに論及された
［西澤，1962，目次］。
　　　一一一一＿『営業費管理会訓（著書処女作）＿＿一＿一＿一一一一＿・一一＿＿一一r
　　　　第1編　営業費管理会計総論　　　　　　　　　　　　　　　　1
・第1章　営業費管理会計の基礎概念／第2章　営業費管理の重要性／第3章　営業　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11
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＝費管理の接近方法／第4章　営業費管理会計の概要■第5章　営業費管理会計の発
＝　展と現状／第6章営業費管理会計と製造原価計算／第7章営業費概念の種類
1　と内容／第8章　営業費管理会計の前提条件
＝　　　　第2編　営業費計画会計各論（1）
：第1章計画用具としての営業費分析■第2章　営業費分析の種類と方法■第3章
＝　営業賓配賦墓準の選定方法／第4章　純利益法分析と貢献差益法分析／第5章
1　営業費分析の事例研究と成功例■第6章　営業費分析とロビンソン＝パトマン法
1　　　　第3編　営業費計画会計各論（2）
1第工章　営業費計画会計通論／第2章　性質別営業費計画会計／籍3章　機能別営
1　業費計圃会計／第4章　製晶別営業費計画会計／第5章　地域別営業費計圃会計
1　／第6章　その他の適用別営業費計画会計／第7章　営業費期間計画会計
1　　　　第4編　営業費統制会計各論
1第1章営業費統制会計序論／第2章　営業費統制会計通論■第3章　注文獲得費
i　統制会計／第4章　注文履行費統制会計■第5章　管理費統制会計■第6章　営
＝　業費内部監査会計
1　　　　第5編　営業費管理会計資料
j第1章　AAAの管理会計基準／第2章　AMAの営業費分析基準■第3章　I　C
l　WAの営業費統制基準
　かくして営業費会計について一里塚を築くことができた。このため日本経済
新聞社の「B経・経済図書文化賞」は次点にとどまったものの，社団法人日本
事務能率協会の「日本経営文献賞」を見事受賞することができた。
　営業費管理会計を構成する基本概念の1つに貢献差益法（後1ヨ，貢献利益法
と改称）がある。これを初めて提唱したのは，前書『営業費管理会計』の第2
編第4章であった。貢献差益法（contribution　margin　approach）は，1933年に
J．L、ハドソン百貨店（デトロイト市）のC．B、クラーク氏が創案した方
式で，ミシガン大学留学中同百貨店を訪問調査したことがある。当方式を1964
　12
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年に台頭した長期利益計画に導入した論文が「貢献差益法による長期利益目標
の設定」で［西澤，1966，14－30頁］，これにより1967年に日本会計研究学会
賞を授与された。学会賞は，同学会の全国大会の統一誇題で報告及び討議され，
その後機関誌『会計』に掲載された研究論文が対象とされる。貢献差益法の導
入により，営業費会計の質的水準が一躍向上した。
　（2）　研究開発費会計と研究開発費管理の刊行
前訳書『営業費会計』のうち，第1部ないし第3部は，前書『営業費管理会
計』として開発できたので，同訳書の残余の第4部とミシガンノートにより新
領域に挑んだ。これが，翌1963年に出版した『研究開発費会計』である［西澤，
1963］。英語のResearch　and　Deve1opment；R＆Dはそれまで定訳がなかったた
め訳書では「調査開発」と仮訳したが，当書以降は「研究開発」と呼び直した。
現在では，「研究開発」の語が完全に定着し，一般には単にR＆Dと呼称され
ている。
　研究開発に関する統計を作成するために，『科学技術研究調査規則』が初め
て制定されたのは，1960年のことである。同規則に基づく実態調査によると，
当時の日本全国（会社等，研究機関及び大学等をすべて含む）の研究費総額は
2，108億円にすぎなかった。1998年度のトヨタ自動車の研究費は4，481億円であ
るから，当時の総研究費は，現在のトヨタ1社の半分にもすぎなかった。この
ように1960年代初期は研究開発時代以前の状態にあり，研究開発費会計に関す
る文献は，「NA（C）Aリサーチシリーズ」第29号（訳書にしてわずか80頁）以
外は，殆んど皆無の状態で、あった。むしろ研究開発費会計の意識や需要が存し
なかったともいえる。
　そのようなカオスの状態にあったため，著書『研究開発費会計』は，内外に
おいて類のない“新製品”となった。このためもあり，同書により第7回
　（1964隼度）「日経・経済図書文化賞」を見事受賞することができた（当時の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13
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日経賞は，前年に次点になることも受賞の一条件とされていたようである）。
　その後，研究開発時代が開幕したため，研究開発会計の需要が急速に高まり，
研究成果も一段と充実した。このため，前書を全面改訂したのが，『研究開発
費管理の研究」である。すでに会計三賞（経営文猷賞，日経賞及び学会賞）を
受賞していたこともあり，恩師・青木茂男教授の強いお推めで博士学位論文と
して早稲E日大学大学院商学研究科に提出した。幸い第1回の新制博士論文とし
て受理され，「商学博士（早稲田大学）」の学位（第135号）が授与された。こ
れを白桃書房から出版したのが『研究開発費管理』で，次の体系がとられた
［西澤，1968，目次］。
、一一一一一一一＿一一一『研究開発費管理』（博士論文）一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一＿一、
1　　　　第！部　研究開発費総論　　　　　　　　　　　　　　　　　1
1第1章研究関発費の意義とその実態／第2章研究開発費管理の特質と概要／第1
1　3章企業における研究開発組織／第4章　日米における研究開発費管理の実態　1
1　　　　第2部　研究開発費の会計処理　　　　　　　　　　　　　　　1
1第5章研究開発費の非原価項目■第6章　研究開発費の原価計算■第7章研究1
＝　開発費の独立表示／第8章研究開発費の繰延経理／第9章　研究開発資産の減＝
＝　価償却■第ユ0章　その他の研究開発費処理■第1工章　有価証券報告書からみた処＝
＝　理実態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
1　　　　第3部　研究開発費の計画と統制　　　　　　　　　　　　　　：
＝第12章研究開発費の計画設定■第13章研究開発費の予算統制■第14章　研究開j
＝　発経常予算の編成と実施■第ユ5章　研究開発資本予算の編成と実施■第16章　研＝
＝　究開発費の内部監査■第17章研究開発費の効果測定　　　　　　　　　　　　＝
　学際的管理会計研究としては，1960年代は主として営業費会計と研究閑発費
会計が対象とされたが，1970年代に入るとそれ以外に，広告費会計，物流費会
計，製造会言十，本社費・金利会計，情報処理費会計等も，着々と研究が進めら
　14
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れた。
4　学際的管理会計研究の成熟期一次々に新分野誕生
　（1）　“原価の会計と管理シリーズ”全10巻の完成
　1930年生まれの筆者は，1990年には還暦を迎えることになり，それを目標に
全10巻の全集を完成させようとの悲願を立てた。1980年には，研究開発費の第
3作として『研究關発費の会計と管理」を自桃書房より出版した。当書では，
会計処理と会計管理の両面より論及することを本旨とし，「第I部研究開発
費の会計」及び「第皿部研究關発費の管理」の二部構成をとったこともあり，
書名を『研究開発費の会計と管理』と名づけた。本書でも，社団法人日本経営
協会の「経営科学文献賞」を受賞することができた。
　これが1つの動機となり，研究開発費会計以外にも，同一構成の全集10冊を
刊行する運びとなった。1983年には短期在学研究として米国に滞在し新しい資
料や情報が入手できたので，研究成果を順不同に出版し続け，これを“原価の
会計と管理シリーズ”と呼称した。いま，同シリーズの内容を基に分類・体系
化して，全巻を列記してみると以下のとおりである。
、、一．、．一一一．、、．．“原価の会計と管理シリーズ”（全10巻）一一一、．、、．一一一．、．、、
1①シリーズ総論……著書順価低滅の会計と管理』（1988隼）　　　　1
＝②研究開発費会計　著書噺究開発費の会計と管劃（1980年）　　　　l
l③営集コ会計　　著書『営業費の会計と管理」（1982年），著書肱告費の会計と　1
＝　管劉（1985隼，日本広告学会賞）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
＝④物流コ会計……訳書囎送費の会計と管理」（1984年），訳書喉管費の会計と＝
1　管理」（1987年），著書丁物流賓の会計と管劉（ユ988年）　　　　　　　　　　　1
≡⑤管理コ会計…一著書r本社費・金利の会計と管理」、（1989年），編著『人件費の≡
1　会計と管理J（1990年），著書r情報処理費の会計と管理』　　　　　　　　　　1
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　　“原価の会計と管理シリーズ”の総論をなすのが『原価低減の会計と管理』
で，その第皿部（一部修正）によれば［西澤，！988，皿］，これらの学際的管
理会計は次の内容を有することが知られる。かくして学際的管理会計の全貌が
ほぼ固まったo
、一一一…一一…一一『原価低滅の会計と管理』（シリーズ総論）一一一一一一…一一…一一一…一一・
1　①　製造原価の会計と管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
1a　製造原価の原単位計算■b　直接材料費の標準原価計算／c　直接労務費の標　1
1　準原価言十算／d　製造間接費の予算管理■e　製造原価の特殊原価調査　　　　　1
i　②研究開発費の会計と管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
1a　研究開発費の会計処理／b　研究開発費の原価計算／c　研究開発費の予算管　1
1　理／d　研究開発費の効率分析　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
1　③　営業費の会計と管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
＝a　営業費の生産性分析■b　営業費の予算管理／c　ゼロベース予算の導入　　　＝
1　④　広告費の会計と管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≡
l　a　広告費予算の計上費目／b　予算による広告費の管理／c　利益による広告費　1
1　の管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
＝　⑤　物流費の会計と管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
＝a　物流は原価低滅の宝庫／b　物流原価計算の統一基準／c　輸送費の管理方式　＝
1　■d　保管費の管理方式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
1　⑥　本社費の会計と管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
＝a　本社費の意義及び内容／b　本社費配賦の是非論／c　本社費配賦の方式と実　＝
＝　態／d　配賦方法別の配賦墓準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
1　⑦　金利の会計と管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
1a　金利の意義と管理／b　負債金利の費用処理法■c　資本コストの財務諸表計　1
＝　上／d　資本コストによる社内金利制度　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
1　⑧　教育費の会計と管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
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1a　教育費管理の基本方向／b　教育費の原価計算／c　教育費の費用有効度分析　1
：　／d　教育費の費用便益分析　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
＝⑨情報処理費の会計と管理　　　　　　　　　1
1a　情報処理費の意義・用語及び範囲／b　設備及びソフトウエアの資産計上と減　1
1　価償却■c　情報処理原価計算の実施手続／d　利用部門への情報処理費の報告　＝
＝　と振替　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　（2）　物流費（ロジステイクス・コスト）会計の発展
　営業費会計と研究開発費会計に次ぐ第三の学際的管理会計として，物流費会
計（Accomti㎎forPhysicalDistributionCosts）が発展し，注目を集めるよう
になった。営業費会計と研究開発費会計は，米国からの翻訳的導入にすぎな
かったが，物流費会計は筆者の創案になるものであった。1955年から始まった
マーケティング時代は，ユ970年からは物流時代に転向し，物流が重要な企業活
動とされるに至った。マーケティング時代を背景にしてマーケティング・コス
トの会計が台頭したが，物流時代の到来により物流コストの会計が強く要請さ
れるようになった。当時は海外においても見るべき文献も存しなかったので，
物流費会計は，用語の命名，体系化，実務展開等すべて筆者個人が開発しなけ
ればならなかった。それでも，1974年には，中小企業庁で『物流コストマニュ
アル』を，また1975隼には，運輸省で腕流コスト算定統一基準』を制定し，
1977年には著書『物流原価計算』を出版することができた晒澤，1977］。
　その後，1983年に至り，ようやくNAAが物流費に関し，2冊の調査報告書
を発表した。これらを翻訳するとともに，これをとり入れた新書を刊行した。
これが，次のような物流費会計の三部作である。
17
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・…………物流費会計の三部作一一…一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・
1①訳書『輸送費の会計と管理』，1984（原書はNAA，伽郷卿脇㎝ん舳脈1
：　物g＆C㎝肋1．1983）　　　　　　　　　　　　　　　1
＝②訳書丁保管費の会計と管理』，1987（原書はNAA，Wα〃㎞・∫〃6舳俳＝
1・例μ切0㎝肋1．1985）　　　　　　　　　　　　　　　1
：③著書『物流費の会計と管理』，1988　　　　　　　　：
　1992年には物流時代は，ロジスティクス時代に重点移行し，1996年にはネ
オ・ロジスティクス時代が始まった。このため一違の物流費会計書をロジス
ティクス。コストの新構想の下に再構築したのが，1999年の新著『ロジスティ
クス・コスト』である［西澤，1999］。
5　学際的管理会計研究の開花期一完成した一里塚
　　（1）　学際的管理会計の実態調査と体系化
　1994年度には早稲田大学の「特定課題研究助成」を受け，「主要企業におけ
る管理会計の実態調査」を実施した。その結果を出版したのが，1995年の著書
『日本企業の管理会計一主要229社の実態分析』である。ここでは，“原価の
会計と管理シリーズ”の実態調査を主眼とした。当シリーズに準拠して，次の
体系（I～1V）及びコード（3桁）のもとに，学際的管理会計の主要問題につ
いて合計221の設問を設けた。
I　全社管理会計
皿　生産管理会計　　・皿100研究開発会計／皿200製造会計
皿　営業管理会計・一m00営業会計■皿200販売会計■㎜300広告会計■皿400
　物流会計
W　本社管理会計…・・1V100本社会計／1V200社内金利会計■W300情報処理会計
I－W共通……10会計処理／20原価計算／30計画設定■40予算管理／50利益
18
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管理／60費用効果分析
I－Wの10－60共通……1－9　個寿の質問項目
19
　主要会社1，000社の経理部長にアンケート調査した結果，回答を受けた229社
をコンピュータ処理し，解説を付したのが上書である。この調査結果を基にこ
れまでの学際的管理会計の研究成果を集大成したのが，1996年の著書『経営管
理会計jである。
　それまでmanagement　a㏄omtingは管理会計と訳出され，専門用語として
既に確定していた。大学設置基準による設置必要科目としても，同名が使用さ
れていた。ところが，企業では，「管理」というと規制が連想され，「管理会
計」というと規制の手段と誤解され，これだけで反発を受けるというアドバイ
スを受けた。このため，あえて“経営管理会計”という呼称を創案し，それを
初めて書名に使用したのである。同書の各論では，学際的管理会計論を展開し，
次の体系化を図った（第1図下部参照）晒澤，1996，各論］。
r………一一一一丁経営管理会計』（管理会計各論）一…一一一一一一一一一一一一…一一…一一一一一一r
1　　　　第V部　生産管理会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
＝第11章研究管理会計……1　研究關発費の会計処理／2　研究開発費の予算管理＝
＝　／3　研究關発費の効率管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
；第12章　製造管理会計　　1　製造原価の計算と管理／2　標準原価計算の実施／　l
1　3　直接原価計算の採用／4　特殊原価調査の推進　　　　　　　　　　　　1
1　　　　第w部　マーケティング管理会計　　　　　　　　　　　　　　1
1繁13章　営業管理会計　　1　営業費の会計と管理／2　営業費分析の実施法／3　1
＝　営業損益予算の実施法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
＝第14章　販莞管理会計……1　広告費の分析と管理■2　販売促進費の分析と管理：
＝　／3　人的販売費の分析と管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
≡　　　　第㎜部　物流原価計算　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛
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＝第ユ5章　物流原価計算……1　物流管理のための会計■2　物流原価計算の三段階＝
＝　／3　物流の活動基準原価計算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
＝第ユ6章　物流原価管理……1　物流の標準原価管理■2　物流コストの予算管理■　＝
＝　3　採算分析による物流改善　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
＝　　　　第㎜部　全社管理会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
1第17章　本社管理会計・一・1　本社費の用語と定義■2　本社費会計の二大領域／　l
1　3　本社費配賦の是非と方式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
＝第18章　社内金利会計……1　金利会計の二大領域■2　社内金利制度の導入■3　＝
1　社内金利の算定と徴収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
1第19章　情報処理会計……1　惰報処理費の会計処理／2　情報処理費の原価管理　1
＝　／3　情報処理費の配賦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
　　（2）　学際的管理会計研究の分化と総合
　上記のように，学際的管理会計は分化し企業実務に定着していったが，それ
だけでは不十分である。理論的・学術的には，それらを総合化し，管理会計を
独立の科学として構築しなければならない。このため，管理会計総論の研究も
また不可欠である。管理会計総論としては，筆者は1966年の『近代管理会計』
を出発点に，1969年の『管理会計基準』，1974年の『管理会計研究』等を経て，
1980年の『管理会計論』で一段落した。同書では，それまでの管理会計を物的
管理会計と位置づけ，新たに人的管理会計を導入し［西澤，1980，第3章］，
近代管理会計の一応の体系を整備した。
　米国管理会計人協会（I　MA）は，1981年より『管理会計ステートメント』
（∫肋閉オ∫㎝吻伽解榊〃川㏄㎝勿伽g）の制定に着手した。1995年に，それ
を編集したうえ訳出し，『I　MAの管理会計指針』及び『IMAの原価管理指
針』として出版した。両書のほかその後の研究成果を集大成したのが，前書
『経営管理会計』の「管理会計総論」で，以下の内容が収録されている。
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。一……＿＿『経営管理会計』（管理会計総論）一一一……一一一一一一一一一一一一一一一一一一。
1　　　　第I部　管理会計概念　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
1第ユ章　管理会計の意義■第2章管理会計の構造　　　　　　　　　　　　　　1
＝　　　　第I部　財務管理会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
1第3章　資本調達の管理／第4章　資本運用の管理　　　　　　　　　　　　　　1
＝　　　　第皿部　機能別管理会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
＝第5章　財務諸表の分析と診断／第6章　利益計画の設定／第7章　資金計圃の設　＝
＝　定■第8章　予算管理の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
1　　　　第1V部　管理会計手法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
＝第9章　利益管理会計／第10章　原価管理会計　　　　　　　　　　　　　　　　＝
　上掲の『日本企業の管理会計」及び『経営管理会計』の両書に対しては，
1996年9月に開催された日本会計研究学会第55回大会で，太田・黒澤賞が授与
された。『平成8年度日本会計研究学会会報』18頁に掲載された受賞理由は，
次のとおりであった。
　　「今回，受賞の対象となったr経営管理会計」は著者の過去の研究成果を集大成し
　たという位置づけが与えられるものであり，同時に，もう1冊の薯書r日本企業の管
　理会計jは，わが国企業における管理会計の実態を網羅的に示す最新の調査結果であ
　るので，この2冊の薯書は，著者の管理会計研究の全体を，かなり鱒明にあらわして
　いるといえる。
　　本書では，これまでに発表された各種のステートメントを中心として管理会計に関
　するキー・コンセプトや墓本手続に関する考え方の変化を示しているが，それぞれ特
　定の意義や背景を持っている各種のステートメントを巧みに整理しながら，コンベン
　ショナル・ウィズダムと組み合わせて，管理会計の基礎概念と技法の発展方向を体系
　的に，かつ，網羅的に説明している。
　　それは，伝統的な概念や季法を，体系的に再吟味することを通じて，新しい概念体
　系を構築するという意味で，学会に対する貢献が大きい。これが受賞の主たる理由で
　ある。」
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1997年4月までに，上記の文献を含め単著90冊，訳書9冊，共著3冊，編著
6冊，論文396本に及び，会計学の進展にいささかなりとも貢献できたものと
自負している。幸い，これらの貢献が国から認められ，1997年4月29日「みど
りの日」に，次の事由により「紫綬褒章」，（第2625号）が授与され，5月16日
に宮申で陛下よりお言葉を賜ったことは，誠に欣快至極であった。
　「多年会計学の研究に努めて優れた業績を挙げ学術の進歩に寄与し事績まこ
　　とに著明である。」
6　学際的管理会計研究の結実期　　管理会計ビッグバン
　（ユ）　環境変化による会計パラダイムの変革
　20世紀末に至り，ピッグバン（大改革）が，欧米からわが国にも波及し，各
方面にわたり地殻変動があいついでいる。ビッグバン現象は，金融・証券に始
まり経済・経営を経て，今や会計・監査にまで波及した。会計面では財務会計
から管理会計にその重点が移行しつつある。特に環境の変化により，管理会計
パラダイムが大きく変革し，単に管理会計技法だけでなく，その根幹をなす管
理会計概念まで一大変革を遂げるに至った。あえて“管理会計ビッグバン”と
呼称したのは，そのためである。
　このような管理会計ビッグバンをもたらした企業環境の変化としては，これ
まで情報化・システム化・国際化が進行してきたが，20世紀末に至り俄に次のI
ような環境変化があいついだ。
①メガコンペティション（大競争）時代が到来し，企業競争が国を超え地
　　球規模で行われるようになった。このため競争戦略は，企業競合から企業
　　提携に転向した。
②グローバル・スタンダード（世界標準）が普遍化し，日本固有の基準や
　　憤行は世界に通用しなくなった。そのため会計基準は，国内基準から国際
　　基準に転化した。
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③コーポレート・ガバナンス（企業統治）論争が台頭し，企業の真の統治
者は誰かが反省されるようになった。このため企業主体理論は，企業実体
　理論から資本主理論に逆転した。
④持株会社が原則解禁となり，持株会社を親会社とする新しい強力な企業
　グループが誕生した。このため分社経営は社内分社から社外分社に拡大し
　た。
⑤　新金融商品事件が続発し，デリバティプ取引等のオフバランスや原価評
　価が疑問視された。このためデリバティブ取引等はオンバランス化され，
　評価基準は原価評価から時価評価に大転換した。
⑥金融ビッグバンが断行され，金融機関の倒産や貸し渋りが社会問題と
　なった。このため企業会計の重点は，損益計算から資金計算に移行した。
⑦環境問題が深刻化し，経営者の責任や環境の保護が強く求められた。こ
　のため企業理念は，営利追求から環境保全に転向した。
⑧カスタマー・サテイスファクション（CS：顧客満足）の重視により，
　擬似顧客主義は，真性顧客主義に転換した。このため経営方式は，プッ
　シュ方式からプル方式に逆流した。
⑨研究開発時代とコンピュータ時代が成熟した。このため，研究開発型な
　いしソフトウエア型のベンチャー企業が台頭し，工業製品からソフトウエ
　アに研究開発管理の重点が移行した。
　（2）　財務会計ピッグバンから管理会計ビッグバンヘ
　さらに管理会計ピッグバンをもたらした環境変化としては，財務会計基準の
大改正を指摘しなければならない。すなわち企業会計審議会は，一連の会計原
則を抜本改正し，それに伴い丁財務諸表等規則j等の改正が相次いだ。その緒
果，上場会社については，次の新制度が実施されることとなった。
①2000年3月期より新連結財務諸表制度の実施，連結キャッシュ・フロー
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　　計算書の作成，税効果会計の実施，研究開発費の費用処理が実施される。
②2000年9月中間期から，上記の新規則が中間財務諸表について適用され
　　る。
　③2001年3月期より金融商品（持ち合い株を除く）の時価評価，退職給付
　　会計（年金会計）の導入が実施される。
　④2002年3月期より持ち合い株の時価評価が実施される。
　さらに近い将来，連結決算に墓づく違結納税も実施する運びとなっれ
　このような環境変化に即応し，管理会計は，今後どのように変革するであろ
うか。1999年4月より国内研究員となり，15年ぶりに役職から離れて研究に専
念することができた。このため「シリーズ・管理会計ビッグバン」を『企業会
計』誌に連載した。これを加筆したのが，2000年の著書『管理会計ビッグバ
ン』である。同書によれば，管理会計は次のように変革するものと予測される
［西澤，2000，序文］。
①バリューチェーン経営（VCM）がサプライチェーン経営（SCM）に
　　移行し，サプライチェーン管理会計が主体となる。
②いわゆる「日本的経営」がグローバル・マネジメントに転換し，グロー
　　バル管理会計が重視される。
③企業価値創造経営は株主価値創造経営に大転換し，株主価値創造会計が
　　焦点となる。
④個別企業経営は企業グループ経営に重点移動し，戦略的グループ管理会
　　計が活用される。
⑤原価評価経営は時価評価経営に代わり，時価評価管理会計が主力となる。
⑥利益中心経営は資金尊重経営に傾斜し，キャッシュフロー管理会計が普
　　及する。
⑦環境破壊経営は環境保全経営に転向し，環境戦略管理会計が新たに要請
　　される。
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⑧製品志向経営は顧客志向経営に逆転し，顧客価値創造会計が実践される。
⑨生産志向経営は研究開発志向経営に転換し，工業製品のほかソフトウエ
　アの研究開発会計が重要な課題となる。
　（3）　21世紀に向かう学際的管理会計の新展開
　学際的管理会計にそくしていえば，管理会計ビッグバンにより，学際的管理
会計は，以下のように新展開するものといえる（第3図参照）。
　①マーケティング管理会計
　営業管理会計及び販売管理会計は，営利主義から脱却して顧客主義に転向し，
顧客価値を創造することが，真の目的とされる。また物流管理会計はロジス
ティクス会計に発展し，ミクロとマクロにわたる効率経営が重視される。
　②流通管理会計
　マーケティング管理会計から流通管理会計が分離・独立し，社会的流通会計
は，バリューチェーン会計からサプライチェーン会計に本質転換し，戦略管理
会計の中核となる。
　③　生産管理会計
　これまでの研究管理会計は，尊ら工業製品に限定されていたが，情報化時代
の到来により，ソフトウエアも対象とされる。研究開発費の繰延べは禁止され，
すべて支出時に費用処理される。また製造管理会計では，標準直接原価計算に
代わって，原価企画やABC／ABMが主役となる。
　④全社管理会計
　取得原価による評価が鉄則とされてきた管理会計も，金融商品等を中心に時
価評価することが必須となる。資金管理の用具として，これまで作成されてき
た資金収支表は，キャッシュフロー計算書にとって代わり，キャッシュフロー
会計によるキャッシュフロー経営が焦点となる。また事業部制からカンパニー
制へと転化した分社制経営は，持株会社制によるグループ経営へと発展し，戦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25
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第3図　学際的管理会計の新展開
　　　　　　　　　管理会計ビッグバン
1・マーケティング
＝　管理会計
1・流通管理会計
＝・生産管理会計
＝・全社管理会計
＝・新しい管理会計
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26
学際的管理会計の閨発と新展關 27
略的グループ会計が時代の寵児となる。
⑤新しい管理会計領域
　管理会計ビッグバンにより，新しい学際的管理会計が登場した。・第1は，国
内の法規や慣行による管理会計は，国際会計基準（以∫）を中心とするグロー
バル・スタンダードの管理会計に移行する。第2は，企業価値の創造だけを意
図した管理会計は，株主価値の創造を重視せざるをえなくなり，EVA／
MVAの指標が活用される。第3に，環境を軽視した営利会計は認められなく
なり，環境を重視した環境戦略会計の実施が企業の生命線となる。’
　果たして，来るべき21世紀には，学際的管理会計は，どのように進展するで
あろうか。いや進展させるべきであろうか。管理会計学徒の熱い視艦赤向けら
れる。
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